
番号 資　料　名　称
該
当
頁

該
当
行

該　当　項　目 質問内容 回答

1 資料2　構築等業務仕様書 6 44
7.2.5(5)　運用
要件

運用の定期報告は構築に関わったSEが現地訪問しての
報告という理解でよろしいでしょうか。

障害と運⽤状況の内容を報告いただけるのであれば、ＳＥの現地訪問を義務付けるものではありませ
ん。なお、訪問の必要が⽣じた場合はご担当に対応いただくことを運⽤要件の中に含んでいるとご理
解ください。

2 資料2　構築等業務仕様書 7 21 7.2.7　研修
研修を行う講師は構築に関わったSEが各自治体に現地
訪問して行うという理解でよろしいでしょうか。

研修については各⾃治体と調整することとしております。講師についても内容等に合わせて調整して
いただくことになります。現地訪問やオンラインなどの実施形態についても、各⾃治体と調整してい
ただきます。

3 資料１　プロポーザル実施
要領

2 1

３　プロポーザ
ル参加者の資格
に関する事
項
〔参加資格〕

参加資格や提出書類「【様式１－５】実務実績等調
書」に記載する実績は、共同提案としての実績という
認識でよろしいでしょうか。

共同提案の場合は、参加事業者の中で該当する実績を記載いただきます。その際、内容等に事業者名
を記載していただくようお願いします。

4 資料１　プロポーザル実施
要領

1 9 ２　業務内容

（４）提案限度額
イ　初期設定費用
児童生徒一人あたり月額〈125〉円以内（消費税及び
地方消費税を含む。）となっておりますが、参加する
自治体によって値が変動することを避けるため想定さ
れている月数をご提示いただくことは可能でしょう
か。

⽉額で提⽰しておりますが、初期設定に係る期間は要件定義等、⻑期に渡るものと認識しておりま
す。契約成⽴から導⼊までに⾏う初期設定期間に合わせた⽉額での算出が現実的ではないことから、
初期設定を⾏う年度に⼀定期間をかけて⾏うものと捉え、契約時の総額は12か⽉分で算出するものと
捉えていただきます。

5 資料１　プロポーザル実施
要領

5 9

５　業務委託候
補者の選定方法
等に関する
事項

（２）企画提案（プレゼンテーション）イに「プレゼ
ンテーションの実施に当たっては、追加資料等を提出
することは認めない」と記載がありますが、提案書を
A4縦版で作成した場合にプレゼンテーションでお伝え
したいポイントを投影用にA4横で作成することは問題
ありませんでしょうか。

プレゼンテーションの際に⼤型提⽰装置で提⽰するものについては、事前に提出した提案書の内容を
まとめ直したものであれば、追加資料等として扱いません。

6 資料2　構築等業務仕様 3 4
４　契約期間・
想定スケジュー
ル

「導入を希望する自治体が順次参加する形態を想定す
るため」とありますが、各年度における想定される自
治体・学校数・導入時期など全体費用を把握するうえ
でご提示いただくことは可能でしょうか。

別紙資料を参照してください。

岩⼿県クラウド版統合型校務⽀援システム構築等業務に関する質問への回答



番号 資　料　名　称
該
当
頁

該
当
行

該　当　項　目 質問内容 回答

岩⼿県クラウド版統合型校務⽀援システム構築等業務に関する質問への回答

7 資料2　構築等業務仕様 6 3

７　業務の要件
7.2.5（1）ヘル
プデスク
業務

「ヘルプデスクを設置し、総合窓口とすること。」
「校務支援システムのユーザサポートまた、複数の者
による共同提案の場合においてもヘルプデスクを一元
化すること。」とありますが、過去の事例として総合
窓口とすることで校務支援システムに関する問い合わ
せで即時の回答ができず現場が困るケースがあるた
め、校務支援システム等の専門性の高いシステムに関
してはメーカー直通の問い合わせ窓口を別途用意する
ことで現場利便性が向上すると考えクラウド基盤・校
務支援システムのヘルプデスクを分けてご提案するこ
とは可能でしょうか。
校務支援システムメーカー独自の繁忙期における延長
対応などメリットの提供も可能になるため。

窓⼝が複数あることの混乱を防ぐため、ヘルプデスクは⼀元化することとしています。問い合わせに
対する回答も学校が困らないように速やかに対応するようお願いします。

8 資料１　プロポーザル実施
要領

１
２　業務内容
（４）提案限度
額　イ

「イ初期設定費（児童生徒数で按分し、参加自治体負
担）児童生徒一人当たり月額〈 125 〉円以内」につ
いて、月額とございますが、イ初期設定費の提案限度
額は125円×児童生徒数（83,345）＝10,418,125円と
いう理解でよろしいでしょうか。

⽉額で提⽰しておりますが、初期設定に係る期間は要件定義等、⻑期に渡るものと認識しておりま
す。契約成⽴から導⼊までに⾏う初期設定期間に合わせた⽉額での算出が現実的ではないことから、
初期設定を⾏う年度に⼀定期間をかけて⾏うものと捉え、契約時の総額は12か⽉分で算出するものと
捉えていただきます。県⽴学校及び各⾃治体ごとに契約時に総額を割り出すこととなります。

9 資料３　企画提案書等作成
要領

３

３　費用積算内
訳書（見積書）
（任意様式）
（２）

「また、（多要素認証等に係る費用について）参考価
格は、23,000円（税込み）を超えないこと。」につい
て、23,000円×端末台数（7,672）という理解でよろ
しいでしょうか。

多要素認証システムの提案については、あくまでも各⾃治体への提案であります。認証基盤を介した
多要素認証等に既に対応済みであったり、別に調達したりすることも考えられるため、端末台数での
提案は想定しておりません。各⾃治体の実態に応じた対応をお願いします。

10
資料２　岩手県クラウド版
統合型校務支援システム構
築業務仕様書

４ 4.1 契約期間

「また、導入を希望する自治体が順次参加する形態を
想定するため、契約締結日及び契約期間は各自治体が
参加するタイミングによって異なるもの。」につい
て、現時点で、令和6年4月1日から開始される自治体
と、令和6年4月2日以降に参加される自治体の、自治
体数、学校数、児童生徒数、教職員数、端末台数を年
度ごとにご教示いただけますでしょうか。

別紙資料を参照してください。
教職員数、端末台数については、各⾃治体により校務系のコンピュータの整備や権限の付与の状況に
差があることから、お⽰しできません。
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11 資料４　プロポーザルの審
査について

１

２　審査方法
（２）システム
機能要件表によ
る評価

「審査委員は、上位３者まで順位点（１位＝10点、２
位＝５点、３位＝２点）を付す。」について、機能要
件の配点100点に追加して、審査委員数×1人最高10点
が付与されるという認識でよろしいでしょうか。

機能要件の配点100点に追加するものではなく、配点100点をもとに順位付けを⾏い、１位＝10点、
２位＝５点、３位＝２点の順位点となります。
①「システム機能要件表による評価」、②業務遂⾏能⼒、企画提案等による評価（提案項⽬）」及び
③「業務遂⾏能⼒、企画提案等による評価（経費）」の順位点の合計が総得点となります。

12 資料４　プロポーザルの審
査について

2

２　審査方法
（３）業務遂行
能力、企画提案
等による評価
イ

「審査委員は、企画提案書等に基づき、別紙「審査基
準詳細のア～オ」により項目ごとに評価・評点を行
い、審査委員ごとに、上位３者まで順位点（１位＝10
点、２位＝５点、３位＝２点）を付し、各委員の順位
点を合計する。」について、審査基準ア～オの配点
950点に追加して、審査委員数×1人最高10点が付与さ
れるという認識でよろしいでしょうか。

審査基準ア〜オの配点950点に追加するものではなく、配点950点をもとに審査委員ごとに順位付け
を⾏い、１位＝10点、２位＝５点、３位＝２点の順位点となります。
①「システム機能要件表による評価」、②業務遂⾏能⼒、企画提案等による評価（提案項⽬）」及び
③「業務遂⾏能⼒、企画提案等による評価（経費）」の順位点の合計が総得点となります。

13 資料４　プロポーザルの審
査について

2

２　審査方法
（３）業務遂行
能力、企画提案
等による評価
ウ

「審査委員は、上位３者まで順位点（１位＝16点、２
位＝10点、３位＝５点）を付す。」について、審査基
準カ～クの配点150点に追加して、審査委員数×1人最
高16点が付与されるという認識でよろしいでしょう
か。

審査基準カ〜クの配点150点に追加して、審査委員数×1⼈最⾼16点が付与されるという認識ではな
く、配点150点をもとに順位付けを⾏い、１位＝16点、２位＝10点、３位＝5点の順位点となりま
す。
①「システム機能要件表による評価」、②「業務遂⾏能⼒、企画提案等による評価（提案項⽬）」及
び③「業務遂⾏能⼒、企画提案等による評価（経費）」の順位点の合計が総得点となります。

14 資料1 プロポーザル実施要
領

1 20

(４) 提案限度額
イ 初期設定費
（児童生徒数で
按分し、参加自
治体負担）

初期設定費（児童生徒数で按分し、参加自治体負担）
について、「児童生徒一人当たり月額〈 125 〉円以
内（消費税及び地方消費税を含む。）」とあります
が、月額費用が発生する期間の考え方としては、33市
町村教育委員会及び県毎に契約する初期設定等に関す
る契約期間（3か月程度）という理解でよろしいで
しょうか？

⽉額で提⽰しておりますが、初期設定に係る期間は要件定義等、⻑期に渡るものと認識しておりま
す。契約成⽴から導⼊までに⾏う初期設定期間に合わせた⽉額での算出が現実的ではないことから、
初期設定を⾏う年度に⼀定期間をかけて⾏うものと捉え、契約時の総額は12か⽉分で算出するものと
捉えていただきます。

15 資料1 プロポーザル実施要
領

1 23

２　業務内容
（４）提案限度
額

保守・運用費（学校数で按分し、参加自治体負担）に
ついて、「学校一校当たり月額〈 53,500 〉円以内
（消費税及び地方消費税を含む。」とありますが、月
額費用が発生する期間の考え方としては、33市町村教
育委員会及び県毎に契約する運用・保守業務等に関す
る契約期間（契約締結日～2029年3月31日まで）とい
う理解でよろしいでしょうか？

ご認識のとおりです。
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16 資料1 プロポーザル実施要
領

5 9
５ 委託候補者の
選定方法等に関
する事項

(２) 企画提案（プレゼンテーション）
こちらの事業者側の参加人数は何名程度をご予定され
ていますでしょうか？

実施する会場の⼤きさから、最⼤で５名程度までと考えております。

17 資料1 プロポーザル実施要
領

5 9
５ 委託候補者の
選定方法等に関
する事項

(２) 企画提案（プレゼンテーション）
プレゼンテーション用に提案書を見やすく修正した資
料を投影することは可能でしょうか？資料の内容は追
加資料ではなく、提案書の抜粋となります。

プレゼンテーションの際に⼤型提⽰装置で提⽰するものについては、事前に提出した提案書の内容を
まとめ直したものであれば、追加資料等として扱いません。

18 資料2 構築等業務仕様書 2 21
3.2 クラウド
サービス要件

「学校等に敷設したインターネット回線から接続可能
なネットワーク構成とすること。」とありますが、ご
利用になる環境は、教職員の自宅や出張先等の学校外
も想定しておりますでしょうか。

学校以外での利⽤について、今回の必要要件としておりません。将来性のあるものとして提案いただ
いても構いません。

19 資料2 構築等業務仕様書 2 24
3.2.4 以下の環
境での動作を保
証すること。

動作保証について「ブラウザ Microsoft Edge、
Google Chrome　」と記載ありますが、この
GoogleChromeとはChromebook上で動作する
GoogleChromeも含まれるのでしょうか？WindowsOS上
で動作するChromeブラウザとchromebook上で動作する
Chromeブラウザは仕様が異なるため、確認させて頂い
ております。

動作保証のＯＳをWindows10以降としておりますのは、「Windows10以降リリースのWindows」を
表しておりますので、ChromeOSを標準としているChromebookは想定しておりません。

20 資料2 構築等業務仕様書 5 35
【ネットワーク
設定等につい
て】

「・本システムに接続する際に、各自治体のネット
ワーク機器設定の変更等が必要となる場合には、県及
び各自治体と十分な調整を行うこと。」
との記載がありますが、これら各自治体様との調整に
必要となる打合せ等の作業費についても本件の見積に
含めると考えてよろしいでしょうか？

各⾃治体のネットワークは、各⾃治体の責任において調達することとしていますが、調達済みのネッ
トワークの設定等を確認するための作業については必ず必要となるものと考えられますので、本件の
⾒積に含めるという認識です。
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21 資料2 構築等業務仕様書 5 38 7.2.3 初期設定

「・システム構築時のデータ登録において、指定の
フォーマット（①学齢簿システムのフォーマット、②
事業者指定フォーマット、③県指定フォーマット等）
に各自治体が児童生徒・教職員の情報を提供するの
で、事業者は教職員情報（ユーザ登録）や学籍情報等
について各自治体の要望により、初期データの登録、
または支援を行うこと。」と記載ありますが、②事業
者指定フォーマット以外の形式でデータ提供された場
合には、初期登録のためにデータを加工する必要が生
じるケースが想定されます。各自治体様の負担軽減の
ために、こうしたデータの加工作業についても初期設
定費用に含めるものと認識していますが、相違ないで
しょうか？

各⾃治体が事業者指定のフォーマット形式に⼊⼒する作業について、加⼯作業を初期設定に含めるこ
とを義務付けるものではありません。負担軽減とコスト削減の視点でバランスがとれた提案をお願い
します。

22 資料3　企画提案書等作成
要領

1 6 １　契約の種類

「本契約は公募型プロポーザル方式によるものであ
り、プロポーザル提案の審査により委託候補者を選定
し、資料２ 「業務仕様書」に掲げる業務について、
調達主体は県とし、県と委託候補者が協議のうえ覚書
を交わした上で、県及び参加自治体と委託候補者が契
約を個々に締結するものであること。」とあります
が、参加自治体（33市町村教育委員会及び県）は、岩
手県クラウド版統合型校務支援システムを全校で導入
されるという理解でよろしいでしょうか？

現段階の⾒込みとしては、ご認識のとおりと考えています。令和６年４⽉から運⽤を予定している市
町村と県の間では導⼊に係る協定を締結しております。今後も運⽤時期に合わせて同様に協定を締結
し、今回のプロポーザルで選定した委託候補者との契約を進めることについて、他市町村からも合意
をいただいております。運⽤開始の⾒込みについては、別紙資料を参照してください。

23 資料3　企画提案書等作成
要領

1 14
1.企画提案書
（任意様式）
（２）

提案書のページ数についてですが、表紙。目次を除い
て３０枚６０頁と理解しています。相違ないでしょう
か？

ご認識のとおりです。

24 資料3　企画提案書等作成
要領

1 44
1.企画提案書
（任意様式）
（８）イ

「・調査書データの提供等、中高連携について提案す
ること。」
とありますが、ここでいう調査書データとは今回ご整
備される市町村校務支援システムで作成された県立高
等学校用調査書の電子情報を指しますでしょうか？

ご認識のとおりです。
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25 資料3　企画提案書等作成
要領

2 5
1.企画提案書
（任意様式）
（８）ウ

「・統合型校務支援システムを提供する事業者」と記
載ありますが、この事業者とは実際に校務支援システ
ムの運用保守等を実施する校務支援システムメーカー
を指しているのでしょうか？

ご認識のとおりです。

26 資料3　企画提案書等作成
要領

3 9
費用積算内訳書
（見積書）
（任意様式）

「利用者のアクセス制御に関する機能として提案する
多要素認証等に係る費用について、参考価格（上記
（１）には含まない）として示すこと。また、参考価
格は、23,000 円（税込み）を超えないこと。」とあ
りますが、23,000円（税込み）という金額は、多要素
認証等を含む認証機能（生体認証、物理認証に必要と
なるデバイス類等）に係る費用上限であると理解して
います。
認証機能に係る費用の算定条件（例：学校一校当たり
の月額費用）をご教示ください。

多要素認証システムにかかるデバイスの提案については、あくまでも各⾃治体への提案であります。
認証基盤を介した多要素認証等に既に対応済みであったり、別に調達したりすることも想定されます
ので、各⾃治体の実態に応じた対応が必要となります。参考価格は認証デバイス１台に必要となる価
格を想定しており、設定作業等が必要である場合はその作業に係る費⽤も含めてご提案願います。導
⼊に係るイニシャルコストと、デバイスの保守・運⽤に費⽤が⽣じる場合は最⼤で令和11年３⽉まで
のランニングコストを合わせて、デバイス１台につき23,000円を超えずに提案してください。

27 資料3　企画提案書等作成
要領

3 9
費用積算内訳書
（見積書）
（任意様式）

No.26の質問回答について、算定条件が月額費用で
あった場合、月額費用が発生する期間の考え方（例：
初期設定等を行う期間及び運用・保守業務等を行う期
間において認証機能を利用する期間）をご教示くださ
い。

算定条件は⽉額費⽤ではございません。

28 資料3　企画提案書等作成
要領

3 9
費用積算内訳書
（見積書）
（任意様式）

「利用者のアクセス制御に関する機能として提案する
多要素認証等に係る費用について、参考価格（上記
（１）には含まない）として示すこと。また、参考価
格は、23,000 円（税込み）を超えないこと。」とあ
りますが、当該費用の負担者は、県立学校を所管する
県教育委員会、市町村立学校を所管する市町村教育委
員会という理解でよろしいでしょうか？

ご認識のとおりです。


